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下水道の普及促進策について(第２回）

ＩZ亙三亘三I｜
普及促進策の分類

下水道の普及促進策については､前回下記のような例を紹介しました。

①戸別訪問の実施

②阻害要因の徹底調査

③早期接続に向けた広報活動

④助成金･奨励金制度の実施

⑤下水道貯金

⑥融資あっせん制度(利子補給)の実施

事務局

1．

このうち､①～③については住民が下水道事業に関する不十分な情報に基づいて下水道への接

続(水洗化)に消極的な態度を示している場合に有効な施策であり、多くの自治体において日常的

に取り組まれています｡④～⑥については､水洗化に伴う経済的負担の軽減を図ることを目的とする

施策です。

日本下水道協会による｢排水設備接続推進事例集｣(前回資料4,以下｢事例集｣と略します)の

ｐ８Ｓで全国アンケート結果における｢接続推進のうえでの問題点､苦労している点｣が挙げられてい
ますが､これらの問題点は、(1)高齢者の増加問題、(2)接続費用･受益者負担金･使用料といった

費用面での問題、(3)住民の理解不足など行政と住民間のコミュニケーションの問題、(4)土地の形

状や土地の権利関係の問題､などに分類されています。

(１１,'１M'塵、

図－１水洗化推進での問題点､苦労している点

〔回答数が５件以上あった問題点・苦労している点〕
（兜）
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普及促進策のうち､①③は主に(3)の問題点に､②は(3)、(4)に､④～⑥は(1)(2)にそれぞれ

対応した取り組みであると考えられます。

(1)高齢者の増加問題については､岩出市は高齢化率が県下で最低の水準(平成１２年度
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11.5％)の自治体ですが､地区によっては比較的高齢化率の高いところもあり、いずれ本市において

も重要な問題になるであろうと予想されます。(2)接続費用｡受益者負担金｡使用料といった費用面

での問題、(3)住民の理解不足など行政と住民間のコミュニケーションの問題は､下水道が初めて利

用可能となる本市では特に重要な問題です。(4)土地の形状や土地の権利関係の問題についても、

地籍調査が完了していない地区などでは境界や権利関係の問題で下水道への接続が困難となる事

例が懸念されます。

以上の様に､岩出市においても下水道普及促進の障害となる問題は全国的な傾向と余り変わら

ないものとして普及促進策を検討薑する必要があります｡以下､本市における各普及促進策の利点と

問題点を検討します。

ＰＲ活動による普及促進策

この促進策には､①戸別訪問の実施や②阻害要因の徹底調査､③早期接続に向けた広報活動

が含まれます。

①戸別訪問については､供用開始した区域内で水洗化しない世帯を抽出して職員や下水道普懸

員のような受託者が個別に訪問し､供用開始区域に入っていることを注意喚起したり、下水道接続',－

2．

ま､各戸へ確実に広向けた相談を実施します｡戸別訪問の利点Ｉ 報活動を実施でき、 また個別の事情

に応じた水洗化促進策の相談を進めやすいことにあります｡一方で､個別訪問には多数の人員と時

多数の世帯を対象に実施するのは難しいことが挙げられます。間を必要とするため、

②阻害要因の徹底調査については､アンケート調査(事例集ｐ20)の実施が代表ですが､調査結

果を分析することで未水洗の理由を把握し､下水道普及促進に役立てようとするものです｡この手法

の利点は､実際の未水洗化世帯における阻害要因を把握することで比較的効率的な対策を立てるこ

とが望める点です｡一方で､未水洗化世帯は一般的に下水道接続に対して消極的である可能性が

あり、アンケート調査に＋分な協力が得られるか懸念されます｡また､水洗化の阻害要因を把握した

だけでは不＋分で､その阻害要因を解決するための施策が重要となるため､単独で効果を発揮する

普及促進策とは言えません。

③早期接続に向けた広報活動については､パンフレットなど印刷物配布による広報活動や､住民

への説明会の実施が挙げられます｡事例集のアンケート結果でも､圧倒的に多く実施されています>…i，

図－２接続推進のための取り組み
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3-1.普及促進策の設定

ここでは､事例集に掲載されている費用面からの普及促進策を参考に､下記の4つの制度を検討

します。

(1)水洗化融資･利子補給制度

(2)水洗化助成金制度

(3)下水道貯金

(4)早期接続者への下水道使用料割引制度

(1)水洗化融資･利子補給制度

・供用開始後３年以内の水洗化世帯を対象に融資をあっせんし､利子補給を行う。（上限100万

円）

・返済は5年間(60回)の元利均等払い。
,！(1,1,,M膠、

(2)水洗化助成金制度

・供用開始後3年以内の水洗化世帯に対して水洗化助成金を支給する。

・供用開始後1年以内の世帯に対しては7万円、２年以内の世帯に対しては5万円、３年以内の

世帯に対しては３万円を支給。

(3)下水道貯金

・供用開始後３年以内に一定金額の目標額を積み立てることをあっせんする。

．積み立てを行い､期間内に排水設備の改造を実施した世帯に対し､積立額の10％(上限5万

円)を水洗化奨励金として支給する。
('１mm偽、

(4)早期接続者に対する下水道使用料割引

・供用開始後の一定期間内に水洗化した世帯に対し､下水道使用料を割り引く。

・供用開始後1年以内の場合は50％減額を2年間、２年以内の場合は同1年間、３年以内の場

合は同半年間､下水道使用料を減額する。（上限１０万円／年）

－４‐
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り多くの住民に効率よく下水道への知識を広報活動の利点は､やは 深めてもらえることです｡特に

供用開始直後は水洗化が必要となる住民の数が相当数になると予測されますので､説明会の実施

や印刷物を配布することは下水道の水質改善効果や必要な費用についての情報周知にかなり効果

があると考えられます｡一方で広報に関心を持つ住民は元々ある程度下水道に対する理解がある方

予定が無い､あるいは意思の無い住民はそもそも広報に無関心が中心で､水洗化する だったり、ある

いは個別の事`情に即さない広報内容に反発するといったケースには余り効果が無いとも言えます。

以上の検討から考察すると､①～③の施策については､どれかを選択するというよりはそれぞれの

特徴を踏まえ､効果的な組合せで実施すべきだと考えられます｡例えば､平成2o年度の供用開始

直後の様に､複数の地区で同時に供用開始を行うような場合には③の広報活動を中心に実施し､下

水道の認知度を効率的に向上させるのが望ましいが､供用開始後1～３年程度経過した地区では未

水洗化世帯に対する①の戸別訪問や､②の阻害要因調査が必要になってくると考えられます。

パmmim1》
経済的な普及促進策

図－１で､全国の先進都市において下水道普及の阻害要因を挙げましたが､接続費用や受益者

負担金･使用料といった費用面の問題を挙げている自治体が非常に多いことが分かります｡中でも接

続工事費の費用負担が特に多く問題視されています｡最も多くの自治体で挙げられている問題点は

高齢者増加の問題ですが､高齢者世帯で水洗化が進まない理由の中にも費用的な問題が含まれて

いると思われますので､費用面(特に排水設備の改造費)での問題が下水道普及促進策において極

めて重要であることが分かります。

岩出市においても工事説明会や各種広報の場で最も多く質問が出されるのは費用面の負担につ

いてであり､費用面での普及促進策についての住民からの需要は相当大きいと考えられます｡また、

下水道の公共性の高い効果(生活環境の改善､公共用水域の水質保全)を発揮させる面からも費用

面での普及促進策の重要性は少なくありません。

一方で法律上排水設備の設置･管理義務を負うのは土地･建物の所有者であって､下水道の利

用者は自らの生活によって生じる汚水の処理方法が将来に渡って確保されるという､私的な利鑪
受けることができます｡また当市における下水道財政の厳しい見通しを考慮すれば普及促進策の川‘

３．

源は一般財源(税)に求めざるを得ず､過大な費用負担は財政的な悪影響だけでなく､下水道未普

及地域の住民との間で行政ｺｽﾄ負担のバランスを欠くことにもなります｡そのため､費用面の普及促

進策の検討においては､利用者から見た普及促進効果と､各施策の費用負担を比較していくことに

します。

－３‐
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3-2.普及促進策に要する費用

前記の制度案について､財政計画時の水洗化人口の増加を前提として普及促進策に要する事

業費を推定すると下記の様になります。（詳細別紙）

合計Ｈ2３ ＨＺ４ＨＺＩ ＨＺ２ＨＺＯ

水洗化人口 (人） 680 1,460 1,583 1,804 2,029 7,555

(累計） (人） 680 2,139 3,722 5,526 7,555

水洗化世帯数 (世帯） 252 5４０ 5８７ 6６８ 752 2,799

(累計） (世帯） Z5Z 792 1,379 2,047 2,799

(千ｍ3/年）流入汚水量 1０７ 3３６ 584 867 1,186 3,080

下水道管理費 (千円/年） 278,768 347,460 439,838 542,447195,417 1,803,929

(千円/年）使用料収入 12,800 40,300 70,100 104,100 1４２，３００ 369,600

供用開始3年以内の水洗化世帯への利子補給制度概要
パーⅦ

｜:1１
助成対象世帯数 (世帯） 2,4665００ 587２５２ 5４０ 5８７

(累計） 792 1,379 1,879 Z,466２５２

１
助成額 (千円） ２，１２１ 8,166 15,474 20,480 23,624 69,865

(累計） 25,761 46,24］ 69,8652,121 10,287

供用開始3年以内の水洗化世帯へ助成金支給制度概要

助成対象世帯数 (世帯） 5００ 587 Z,466540 587252試
算

(累計） 2,466Z5Z 792 1,379 1,879
２

助成額 (千円） 17,640 29,420 26,970 25,740 3０，５１０ 130,280

(累計） 17,640 47,060 74,030 99,770 1３０，２８０

供用開始3年以内に下水道貯金による水洗化世帯へ助成金支給制度概要

助成対象世帯数 (世帯） 2,4665００ 5８７２５２ 5４０ 5８７試
算
３ (累計） 252 792 1,379 1,879 2,466

p￣ 助成額 (千円） 7,560 16,200 1７，６１０ 15,000 1７，６１０ 73,980

(累計） 7,560 23,760 56,370 73,98041,370

供用開始3年以内の水洗化世帯へ使用料割引制度概要

助成対象世帯数 (世帯） 2,466252 5４０ 587 5００ 5８７試
算
４ (累計） 2,466252 792 1,379 1,879

助成額 (千円） 3,949 16,362 23,508 17,067 19,700 8０，５８６

(累計） 60,886 8０，５８６43,8193,949 2０，３１１

－５‐

■
水洗

水洗

流入

下水

使儒

ｒ試
算

試
算
２

試
算

(F、３

試
算
４

ＨＺＯ ＨＺ１ ＨＺ２ Ｈ2３ ＨＺ４ 合計

680 1,460 1,583 Ｌ804 2.029 7,555

680 2,139 3,722 5,526 7句555

252 540 587 668 752 2,799

252 ７９２ Ｌ379 ２，０４７ 2,799

1０７ ３３６ 584 867 1．１８６ 3,080

195,417 278,768 347,460 439,838 542,447 1,803,929

12,800 40,300 70,100 104,100 142,300 369.600

供用開始3年以内の水洗化世帯への利子補給

252 5４０ 587 500 587 2,466

252 792 1,379 1,879 2,466

２，１２１ 8,166 15,474 ２０，４８０ 23,624 69,865

2,121 10,287 25,761 46,241 69,865

供用開始3年以内の水洗化世帯へ助成金支給

252 540 587 500 587 2,466

２５２ 792 1,379 1,879 2,466

17,640 29,420 ,970 25,740 3０．５１０ 130,280

17,640 47,060 74,030 99今770 130,280

供用開始3年以内に下水道貯金による水洗化世帯へ助成金支給

252 540 587 500 587 2,466

２５２ 792 Ｌ379 1,879 2,466

7,560 16,200 17,610 15,000 17,610 73,980

7.560 23.760 41,370 56.370 73,980

供用開始3年以内の水洗化世帯へ使用料割弓’

252 5４０ 587 500 5８７ 2,466

252 792 1,379 Ｌ879 2,466

3,949 １６，３６２ 23.508 1７．０６７ 19,700 80586

(累計 3,949 2０，３１１ 43,819 60,886 80,586
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３－３.普及促進制度案のメリット｡デメリット

(1)水洗化融資風利子補給制度

。排水設備改造費を用意できない世帯に対して水洗化の促進効果が大きい。，
〆
Ⅳ
〆
ツ
ト

。利子補給だけであり､個人の財.産形成に公費を投入することにはならない。

。（試算上は)促進制度事業費が最も安価。

。改造費用を負担できる世帯に対しては支援が無いため､水洗化促進の効果が無い。（
ア
，
〆
Ⅳ
／
ツ
ト
ー

。世帯毎に返済状況を把握して利子補給を行うため､事務量が多くなる。

(2)水洗化助成金制度（Ｌ

。多くの世帯で改造費用の負担が軽くなるため､水洗化の促進効果が及ぶ範囲が広い。，
〆
Ⅱ
ダ
ツ
ト

。水洗化に伴って直接助成金が支給されるため､制度の効果が目に見えやすい。

。水洗化完了時に助成金を支給すれば足りるため､事務は簡素化される。

。改造費用(20～70万円程度)に比べて助成金額が少ないと見られれば､心理的な水洗（
フ
，
〆
Ⅳ
〆
ツ
丁
卜

化促進効果が不十分だったり、生活困窮世帯への促進効果が少なくなるかもしれない。

。促進制度の事業費が最も高額(1.61～1.86倍)。

。個人の財産形成に公費を投入することになる。

(3)下水道貯金

。「下水道に接続するための貯金｣として目的を特定することで､利用予定者の啓発効果が
二戸一

期待できる。

。自己資金による貯金の形成が中心となるため､公費負担が少なくても比較的大きな資金

●
メ
Ⅶ
ゾ
ツ
ト

が準備される。

。各世帯の状況｡必要性に合わせた積み立て期間や目標額を設定することができる。

。現在の低金利状況下では､積み立てに対する助成金は水洗化促進効果が大きい。

。積み立てを開始してから助成金を受け取るまでに時間が必要なため、自己資金がある世

帯にとっては水洗化を遅らせて積立てる方が得になる可能性がある。

。将来高金利となった場合は､助成金額を増やさなければ水洗化促進効果が薄れる。

デ
メ
リ
ッ
ト

。積立額の一定割合とすると､水洗化に直接関係の無い工事を含めていないか個別に審

査する必要がある｡助成額を一定金額とすると､たくさん積み立てる必要性が薄れる。（単

なる助成金と違いが少ない）

。全国的にも例の少ない制度であり､市民の認知｡理解を得るためにはPRが必要。

-7-

(1)水洗化融資･利子補給制度

，
〆
Ⅳ
／
ツ
ト

。排水設備改造費を用意できない世帯に対して水洗化の促進効果が大きい。

・利子補給だけであり､個人の財･産形成に公費を投入することにはならない。

。（試算上は)促進制度事業費が最も安価。

『
オ
メ
リ
ン
ツ
ト

。改造費用を負担できる世帯に対しては支援が無いため､水洗化促進の効果が無い。

・世帯毎に返済状況を把握して利子補給を行うためく事務量が多くなる。

(2)オ 洗化助成金制度

，
メ
リ
ッ
ト

・多くの世帯で改造費用の負担が軽くなるため､水洗化の促進効果が及ぶ範囲が広い。

・水洗化に伴って直接助成金が支給されるため､制度の効果が目に見えやすい。

・水洗化完了時に助成金を支給すれば足りるため､事務は簡素化される。

『
ア
，
〆
１
》
ツ
、
卜

・改造費用(20～70万円程度)に比べて助成金額が少ないと見られれば､心理的な水洗

化促進効果が不十分だったり､生活困窮世帯への促進効果が少なくなるかもしれない。

。促進制度の事業費が最も高額(1.61～1.86倍)。

・個人の財.産形成に公費を投入することになる。

(3)下水道貯金

、
メ
リ
ッ
ト

．「下水道に接続するための貯金｣として目的を特定することで､利用予定者の啓発効果が

期待できる。

。自己資金による貯金の形成が中心となるため､公費負担が少なくても比較的大きな資金

が準備される。

・各世帯の状況･必要』性に合わせた積み立て期間や目標額を設定することができる。

・現在の低金利状況下では､積み立てに対･する助成金は水洗化促進効果が大きい。

デ
メ
リ
ッ
ト

。積み立てを開始してから助成金を受け取るまでに時間が必要なため、自己資金がある世

帯にとっては水洗化を遅らせて積立てる方が得になる可能１性がある。

・将来高金利となった場合は､助成金額を増やさなければ水洗化促進効果が薄れる。

。積立額の一定割合とすると､水洗化に直接関係の無い工事を含めていないか個別に審

査する必要がある｡助成額を一定金額とすると､たくさん積み立てる必要↓性が薄れる。（単

なる助成金と違いが少ない）

。全国的にも例の少ない制度であり､市民の認知･理解を得るためにはPRが必要。
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(4)早期接続者に対する下水道使用料割引

。一定期間使用料を割り引くことで､水道料金だけの負担からの激変緩和となる。

。毎月の使用料繧で割引額を掲載すれば､助成が目に見え易い。

。使用料壜の割引であるため､個人の財.産形成への公費投入ではない。

，
〆
Ⅳ
／
ツ
ヮ
ト

。使用水量の多い世帯のほうが割引額は大きくなるため､大口利用者への水洗化促進効果

がある。

。近隣都市には無い制度であり､注目されやすい。

。助成を受けるにはまず水洗化しなければならず､純粋な意味で水洗化促進策と言えるか

疑問がある。（広い意味では促進すると言えるが…）『
ア
翰
〆
Ⅳ
ヱ
ツ
Ｔ
卜

。割引率が大きいと､流域下水道維持管理負担金との逆ザヤが拡大する。（使われるほど赤

字が大きくなる）

。使用水量の少ない世帯に対しては水洗化促進効果が小さい。 引
】

普及促進策の選定に向けて

ここまで全国的なアンケート結果を基に､①～⑥の普及促進策について検討しました｡このうち①

～③については､それぞれの特徴を踏まえ､供用開始後の普及状況に応じた取り組みをしていくこと

が必要です。

④～⑥の経済的な支援策については､(1)～(4)の4通りの制度案を挙げ､その制度に要する費用

の推定と､それぞれのメリット｡ﾃﾞﾒﾘｯﾄを整理しました｡いずれも特徴のある制度ですが、下水道財．

政の中長期的見通しと供用開始直後の使用料収入の少なさを考慮すれば､これら全てを採用するこ

４．

岩出市の現状の中で最も効果的と思われる普及促進策を選んでいくとはできません。

す。

必要がありま

今回は､そうした観点から各委員のお考えを聞かせていただくようお願いします｡参考までに､いく

つかの着眼点を下記に列挙します。
冴勾、

［1］何のため|こ普及促進策を講じるのか？

［2］助成の対象期間を何年程度にするのか？(3年間の妥当性）

［3］普及促進策を利用する立場から見て､もっとも魅力的な制度はどれか？

［4]使用料鰺収入に対して､どの程度まで普及促進策に投資するのが妥当か？

など…

今回の審議結果を踏まえ､次回普及促進策の決定案を提案したいと考えています。

－８‐

・助成を受けるにはまず水洗化しなければならず､純粋な意味で水洗化促進策と言えるか

デ疑問がある。（広い意味では促進すると言えるが…）
ｆｉ・割引率が大きいと､流域下水道維持管理負担金との逆ｻﾞﾔが拡大する｡(使われるほど赤
ッ字が大きくなる）

ト・使用水量の少ない-世帯に対しては水洗化促進効果が小さい。
へ｜

＿」

(4)Lｉ .期接続者に対する下水道使用料割引

，
〆
Ⅵ
ヱ
ツ
丁
卜

。一定期間使用料を割り引くことで､水道料金だけの負担からの激変緩和となる。

・毎月の使用料で割引額を掲載すれば､助成が目に見え易い。

・使用料の割引であるため､個人の財.産形成への公費投入ではない。

・使用水量の多い世帯のほうが割引額は大きくなるため､大口利用者への水洗化促進効果
がある。

．近隣都市には無い制度であり､注目されやすい。


